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Ⅰ．前文 

１．独立行政法人整理合理化計画策定の意義 
独立行政法人は、制度導入以来６年が経過した。この間、人件費の削減、

財政支出の削減、自己収入の増加、透明性の確保等の成果がある一方、一

部でいわゆる官製談合の舞台となるなど、国民の信頼回復が喫緊の課題と

なっている。このため、国民生活の安定及び社会経済の健全な発展のため

必要なサービスを確保しつつ、政府における無駄を徹底して排除するよう

取り組んでいく必要がある。 

 

２．計画策定の経緯 

「経済財政改革の基本方針 2007」（平成 19 年６月 19 日閣議決定）におい

て、101 の独立行政法人について原点に立ち返って見直し、年内を目途に「独

立行政法人整理合理化計画」を策定する旨が決定された。これを受け、行

政減量・効率化有識者会議（以下「有識者会議」という。）を５回開催し、

この議論に基づき「独立行政法人整理合理化計画の策定に係る基本方針」

（以下「基本方針」という。）を８月 10 日に閣議決定した。 

８月末までに主務大臣から所管する独立行政法人についての整理合理化

案が提出されたことを受け、有識者会議において、９月以降、14 回の会議

を開催し、49 法人についてヒアリングを実施したほか、政策評価・独立行

政法人評価委員会、規制改革会議、官民競争入札等監理委員会及び資産債

務改革の実行等に関する専門調査会（以下「専門調査会」という。）におけ

る独立行政法人見直しの関連議論につき報告を聴取した。また、並行して、

行政改革推進本部事務局において、インターネット等を通じた国民の意見

募集も行った。11 月 27 日に有識者会議で「独立行政法人整理合理化計画の

策定に係る指摘事項」が取りまとめられた。 

政府は、これに基づき、独立行政法人整理合理化計画を以下のとおり定

め、同計画を着実に実行することとする。 

 

Ⅱ．各独立行政法人の事務・事業及び組織等について講ずべき措置 

１．検討の基本的な考え方 

(1) 事務･事業の見直し等 

国民にとって真に不可欠な事務･事業以外は廃止すべきであり、引き続

き独立行政法人が行うこととされる事務・事業についても規模の適正

化・効率化等を推進する。 
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(2) 法人の廃止、民営化等 

① 事務・事業の見直しを踏まえ、組織を存続する必要が認められない

ものは廃止する。 

② 事務・事業自体は国が関与する必要があるが事業性の認められる法

人等の事務・事業であって、効率的・機動的な経営の実施が可能とな

るなど、民間主体又は全額政府出資の特殊会社で実施させることがで

きるものについては、民営化、全額政府出資の特殊会社化を行う。 

 

(3) 統合、他機関・地方への移管 

類似業務を行っている法人、融合効果の見込める研究開発型の独立行

政法人、小規模な法人であって業務運営の効率化等が図られるものにつ

いては、他法人との統合や他機関・地方への移管を行う（他の主務大臣

の所管に係る法人の行う関連業務（研究開発・政策研究業務、病院業務、

国際業務など。）を含む。）。 

 

(4) 非公務員化 

簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律

（平成 18 年法律第 47 号。以下「行政改革推進法」という。）第 52 条の

規定に基づき、役職員に国家公務員の身分を与えることが必要と認めら

れないときは、特定独立行政法人の役職員の非公務員化を行う。 

 
２．各独立行政法人について講ずべき措置 
  各独立行政法人について講ずべき措置は、別表のとおりである。 

 
Ⅲ．独立行政法人の見直しに関し講ずべき横断的措置 

１．独立行政法人の効率化に関する措置 

(1) 随意契約の見直し 

① 独立行政法人の契約は、原則として一般競争入札等（競争入札及び

企画競争・公募をいい、競争性のない随意契約は含まない。以下同じ。）

によることとし、各独立行政法人は、随意契約によることができる限

度額等の基準について、国と同額の基準に設定するよう本年度中に措

置する。 

② 各法人が策定する随意契約見直し計画において、独立行政法人全体

で、平成 18 年度に締結した競争性のない随意契約１兆円のうち、約７

割（0.7 兆円）を一般競争入札等に移行することとしており、これらを

着実に実施することにより、競争性のない随意契約の比率を国並みに
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引き下げる。 

③ 各独立行政法人は、契約が一般競争入札等による場合であっても、

特に企画競争、公募を行う場合には、真に競争性、透明性が確保され

る方法により実施する。 

④ 随意契約見直し計画の実施状況を含む入札及び契約の適正な実施に

ついて、監事及び会計監査人による監査、評価委員会による事後評価

において、それぞれ厳正にチェックする。 

⑤ 各独立行政法人は、随意契約見直し計画を踏まえた取組状況をウェ

ブサイトに公表し、フォローアップを実施する。 

⑥ 総務省は、独立行政法人における随意契約見直しの取組状況を取り

まとめ、公表する。 

 
(2) 保有資産の見直し 

① 各独立行政法人は、基本方針及び専門調査会の議論等を踏まえ、保

有する合理的理由が認められない土地・建物等の実物資産の売却、国

庫返納等を着実に推進し、適切な形で財政貢献を行う。このため、所

要の条件整備を行う。 

② 各独立行政法人は、上記の売却等対象資産以外の実物資産について

も、引き続き、資産の利用度等のほか、本来業務に支障のない範囲で

の有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に

沿って、その保有の必要性について不断に見直しを実施する。その際、

継続する事務・事業に当該資産が必要と判断される場合であっても、

証券化等による資産圧縮について検討する。 

③ 各独立行政法人は、不要となった金融資産の売却やそれに伴う積立

金の国庫返納を行うとともに、既存貸付金の売却・証券化の検討・促

進や不良化している貸付けの早期処分等により金融債権について圧縮

の方向で見直しを行う。また、金融資産の運用については、運用の効

率性の向上に向けて、運用体制の確立と運用方針の明確化を図る。 

④ 保有資産の見直しの状況については、監事による監査、評価委員会

による事後評価において、それぞれ適切にチェックする。 

 

(3) 官民競争入札等の積極的な適用 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第

51 号）に基づく官民競争入札等の積極的な導入を推進し、独立行政法人

の提供する財・サービスの質の維持・向上と経費削減を図る。 
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(4) 給与水準の適正化等 

① 独立行政法人の役員の報酬及び職員の給与等について、独立行政法

人が公的主体と位置付けられることや財政支出を受けていることも踏

まえ、以下の点について対応する。 

ア 各独立行政法人は、人件費総額について、行政改革推進法の規定

に沿って着実に削減に取り組むこと。 

イ 主務大臣は、国家公務員と比べて給与水準の高い法人に対して、

その水準が高い理由及び講ずる措置について公表し、国民に対して

納得が得られる説明を行うとともに、社会的に理解が得られる水準

とするよう要請すること。 

ウ 主務大臣は、国の財政支出規模の大きい法人及び累積欠損のある

法人に対して、給与水準が適切なものかどうかを検証の上、十分な

説明責任を果たすものとし、国民の理解が得られないものについて

は、水準そのものの見直し等適切に対応するよう要請すること。 

エ 主務大臣は、各独立行政法人に対して、独立行政法人の長の報酬

を各府省事務次官の給与の範囲内とするよう要請すること。 

オ 各独立行政法人の長を除く理事及び監事等の報酬について、個人

情報保護にも留意しつつ、法人の長と同様に、個別の額を公表する

こと。 

② 各独立行政法人は、能力・実績主義の活用により、役員の報酬及び

職員の給与等にその業績及び勤務成績等を一層反映させる。特に、役

員については、当該役員の各期の業績が適切に報酬額に反映されるこ

とが必要である。 

③ 給与水準に関して、十分国民の理解が得られる説明がなされている

か等の観点から、監事による監査、評価委員会による事後評価におい

て、それぞれ厳格にチェックする。 

 

２．独立行政法人の自律化に関する措置 

(1) 内部統制・ガバナンス強化に向けた体制整備 

① 業務遂行体制の在り方 

ア 各独立行政法人は、役職員に対して、目標管理の導入等により適

切な人事評価を行うとともに、その業績及び勤務成績等を給与・退

職金等に一層反映させることにより業務遂行へのインセンティブを

向上させる。また、主務大臣は各独立行政法人の長について、また、

各独立行政法人の長は当該法人の役員について、職務の執行が適当

でないため法人の業務の実績が悪化した場合であって、当該役員に
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引き続き職務を行わせることが適当でないと認めるときは解任事由

となり得ることを再確認する。 

イ 各独立行政法人は、民間企業における内部統制制度の導入を踏ま

え、独立行政法人における役職員の職務執行の在り方をはじめとす

る内部統制について、会計監査人等の指導を得つつ、向上を図るも

のとし、講じた措置について積極的に公表する。 

ウ 独立行政法人における監事の在り方を含めた内部統制の在り方に

ついて、第三者の専門的知見も活用し、検討を行う。 

エ 特定独立行政法人以外の独立行政法人は、特定独立行政法人に準

じ、その職員の勤務時間その他の勤務条件を公表するよう努める。 

オ 各独立行政法人は、その業務・マネジメントに関し国民の意見募

集を行い、業務運営に適切に反映させる。 

カ 独立行政法人の長の任命について、内閣の一元的関与を強化する

とともに、監事及び評価委員会の委員の任命についても内閣の一元

的関与を図ることを速やかに実施する。 

 
② 関連法人等との人・資金の流れの在り方 
ア 国から独立行政法人への再就職については、従来の総量規制（長

の 1/2、役員の 1/2）は達成されたところであるが、引き続き、その

在り方を検証する。 

イ また、独立行政法人から関連法人等への再就職についても、いわ

ゆる官製談合問題などの問題が露呈したことから、その在り方を検

証する。                                  

ウ 独立行政法人の長等の役員については、公募制の積極的活用等に

より、適材適所の人材登用を徹底する。 

エ 各独立行政法人は、独立行政法人と関連法人との間における人と

資金の流れについて、透明性を確保するため、独立行政法人から関

連法人への再就職の状況及び独立行政法人と関連法人との間の補

助･取引等の状況について、一体としての情報開示を実施する。総務

省は、各法人の情報公開状況を総覧可能な状況に置くものとする。 

オ 各独立行政法人は、関連法人への再就職に関連して不適正な契約

の発生等がある場合には、その責任において、人と資金の流れにつ

いて適正化を図る。 

カ 随意契約の適正化を含めた入札・契約の状況、情報開示の状況に

ついて、監事及び会計監査人による監査で厳格にチェックするとと

もに、評価委員会において事後評価を行う。 
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③ 管理会計の活用及び情報開示の在り方 

ア 各独立行政法人は、管理会計の活用により、事務・事業別、部門

別といった単位における費用を明確にしつつ、費用対効果の分析を

適切に行うこと等により、経営の効率化を図る。 

イ 各独立行政法人は、業務内容等に応じた適切な区分に基づくセグ

メント情報の開示を徹底する。 

ウ 総務省は、事業報告書について、主要な損益の発生要因等を明ら

かにするなど、独立行政法人の運営状況等について国民に分かりや

すい形での情報開示を行うため、標準的な様式を定める。 

 
④ 監事監査等の在り方 

ア 主務大臣は、監事の機能を強化するため、在任期間の延長を検討

するほか、責任の明確化の観点から、決算関連業務を考慮した任命

を行う。また、規模の小さい法人の負担等を考慮する必要はあるも

のの、常勤監事を置くよう努める。その際、マネジメントの肥大化

を招くことのないよう、配慮すべきである。 

イ 監事の独立性、専門性強化の観点から、その任命について内閣の

一元的関与を図る。 

ウ 各独立行政法人の監事は、随意契約の適正化を含めた入札・契約

の状況、給与水準の状況、内部統制の状況及び情報開示の状況につ

いて、監査で厳格にチェックする。また、このために必要な監査体

制を適切に整備する。 

エ 各独立行政法人の監事は、相互間の情報交換・連携を強化する。 

オ 評価委員会は、監事による監査の状況を踏まえ、連携して評価に

当たる。 

カ 監事の在り方を含めた内部統制の在り方について、第三者の専門

的知見も活用し、検討を行う。 

 
⑤ 外部監査の在り方 

ア 会計監査人は、随意契約の適正化を含めた入札・契約状況及び内

部統制の状況について、独立行政法人の財務諸表等について行う監

査の中で厳格にチェックする。 

イ 主務大臣は、会計監査人の独立性の確保のため、選任の透明性を

確保するとともに、その責任を明確化する。 
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⑥ 事後評価の在り方 

ア 主務大臣は、中期目標について、その達成度を厳格かつ客観的に

評価するため、法人の業務の全般にわたり可能な限り網羅的かつ定

量的な指標を設定するなど、法人が達成すべき内容や水準を明確化

及び具体化する。また、中期目標の達成状況等に応じて、当期又は

次期の中期目標の内容や期間について必要に応じ柔軟に検討する。 

イ 評価委員会は、関連法人を有する独立行政法人について、連結財

務諸表、個別財務諸表等の情報を関連法人に関するものを含めて的

確に把握した上で評価を実施する。 

ウ 評価委員会の評価については、評定区分を統一する。その上で、

評価基準の統一を検討する。 

エ 評価委員会は、独立行政法人の評価の際、業務・マネジメント等

に係る国民の意見募集を行い、その評価に適切に反映させる。 

オ 各独立行政法人は、評価結果を役職員の給与・退職金等の水準、

そのマネジメント体制等に反映させる。 

カ 現行の各府省ごとの評価体制について、内閣全体として一元的な

評価機関により評価する仕組みに改めるとともに、各独立行政法人

の長及び監事の人事について、評価機関が評価結果を反映させて関

与する仕組みとする方向で早急に検討を進め、平成 20 年のできるだ

け早期に結論を得る。 

 
⑦ 情報開示の在り方 

ア 独立行政法人に関する情報開示については、国民の理解が得られ

るよう、分かりやすく説明する意識を徹底する。 

イ 国民の情報へのアクセスの円滑化のため、例えば、財務諸表上の

データについて一覧性ある形で情報開示するほか、独立行政法人の

ウェブサイトにおける情報へのアクセスを容易化する。 

ウ 独立行政法人の業務及びマネジメントに係るベストプラクティス

を公表する。 

 

(2) 国から独立行政法人への財政支出 
国から独立行政法人への財政支出は、3.5 兆円（平成 19 年度当初予算

ベース）であるが、事務・事業の見直し、随意契約の見直し等による費

用削減を図ることはもとより、寄附金募集の拡大に向けた取組の強化な

ど、自己収入の増大に向けた取組を推進することを通じて、中期的には

国への財政依存度を下げることを目指す。 
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Ⅳ．その他 

１．今後の課題 

Ⅱ及びⅢで継続検討とされた課題については、原則として１年以内に結

論を得るよう努める。 

 

２．整理合理化計画の実施 

(1) Ⅱ及びⅢで取り組むこととされた事項について、原則として平成 22 年

度末までに措置する。 

(2) 各独立行政法人の取組状況について、評価委員会等関連会議における

それぞれの活動の中でフォローアップを実施する。 

また、全体の取組状況について、関係府省の協力を得て有識者会議に

よるフォローアップを実施する。 

 
３．雇用問題への対処 

独立行政法人の廃止（大幅な職員数の削減を伴う事務・事業の廃止を含

む。）等に伴う職員の雇用問題について、以下のとおり対処する。 

(1) 廃止等を行う独立行政法人における労使協議及び独立行政法人にまた

がる労使の団体間における個々の法人の労使の独立性・自立性を尊重し

た協議を進めること。 

(2) 他の独立行政法人（特に同一の主務大臣の所管に係る法人）及び政府

関係機関等における受入れ措置等により、横断的な雇用確保に努力する

こと。 

(3) 廃止等を行う独立行政法人の職員の受入れに協力する独立行政法人等

について、行政改革推進法に規定する人件費一律削減措置の適用関係を

整理すること。 

 
４．その他 

以上のほか、独立行政法人の整理合理化に関し、会計検査院の決算検査

報告、研究開発を担う独立行政法人に係る総合科学技術会議の方針等にお

いて指摘等された事項について、引き続き、所要の施策の検討を進める。 
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（別表） 
 
 
 
 
各独立行政法人について講ずべき措置 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
注）本計画に記載していない事項で、各府省が８月に提出した独立行政法人整

理合理化案に記載しているもの及び各法人の中期目標期間終了時の見直しと

して決定しているものについては、主務府省において責任を持って所要の措

置を講じるものとする。 
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【内閣府】

国立公文書館 事務及び事業の見直し

【民間委託の推進】

○公文書等の保存・管理に係るデータ入力・作成、システム保守等の業

務について、民間委託を推進し、効率化を図る。

組織の見直し

【組織体制の整備】

○公文書制度の充実を図る観点から、諸外国の国立公文書館の実情に関

する調査等も踏まえつつ、体制等の在り方について検討する。

運営の効率化及び自律化

【自己収入の増大】

○公文書等の活用により自己収入増大のための方策を検討し、平成20年

度内に結論を得る。

国民生活センター 事務及び事業の見直し

【情報分析事業】

○警戒すべき情報をいち早く発見できる業務の体制を構築することや緊

急な情報が即時に提供されるようにすることなど業務の在り方を見直

すこととする。これらの見直しについては、可能なものから早急に実

施するとともに、パイオネットの設計に当たっては、業務体系を再構

築した上で行うこととする。

、 （ ）○その上で 全国消費生活情報ネットワーク・システム パイオネット

を刷新し、苦情相談情報の収集期間の短縮と分析能力の向上を図ると

ともに、消費者被害の未然防止・拡大防止を図るため 「早期警戒指、

標」を整備し、消費者、関係省庁、関係独立行政法人等への迅速な情

報提供を行う。

○事故情報データバンクを整備し、インターネットを活用する等、広範

囲の消費者被害情報を収集するとともに、情報分析能力を強化し、消

費者啓発を充実する。

【相談調査事業】

○消費者紛争の迅速・適正な解決と同種紛争の未然防止のために、裁判

外紛争解決制度の整備については、認証紛争解決事業者の発展を阻害

しないこと、法的効果の付与の必要性、国民生活センターが対象とす

る紛争の範囲等について十分に検討することとする。

○消費者相談業務について、直接相談を実施しつつ、地方消費生活セン

ターからの経由相談の解決能力の向上を図ることとする。

【商品テスト事業】

○我が国全体として必要な商品テストが確実かつ効率的に実施されるよ

う、消費者の生活実態に即して必要な商品テストを行うとともに、関
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係機関との連携強化、外部化を進め、企画立案業務を強化する。あわ

せて、商品テストの実施機関等の情報の収集・提供を行う。

【教育研修事業】

○消費生活専門相談員資格認定制度について、資格更新時に研修を受講

、させるなど制度の本来の趣旨・目的を踏まえた見直しを行うこととし

平成20年度内に一定の結論を得る。

○研修施設・宿泊施設等の相模原事務所の企画・管理・運営業務につい

て民間競争入札を実施、企業・消費者向けの教育・研修事業について

。は官民競争入札を実施し、有効活用を図る

○研修業務の効果的かつ効率的な実施の観点から、消費者行政に携わる

地方公共団体職員や消費生活相談員を対象とした研修に重点化を図る

ものとする。

【国民生活センターの在り方の検討】

○消費者・生活者の視点に立った行政への転換を進めていく中で、国民

、 、生活センターが 消費者問題全体に取り組む中心的な存在となるよう

今後の在り方について、国民生活審議会の意見も聞きつつ検討し、平

成19年度内に結論を得る。

○国民生活センターが担う情報の収集・分析、相談、商品テスト等の業

務全般に関し、関係機関との役割分担・連携等の具体的な方策につい

て、内閣府が中心・中核となって関係省庁等と十分に協議し、関係者

、間で双方向に情報を交換することにより関係者が必要な情報を共有し

適切な役割分担の下で、それぞれの役割を有機的に果たせるための情

報及び組織のネットワークを確立する。

運営の効率化及び自律化

【東京事務所】

○東京事務所において実施する業務を精査しつつ、移転を含め、その在

り方について検討する。

北方領土問題対策協 事務及び事業の見直し

会

【北方地域旧漁業権者等に対する融資業務】

○法人資金について、平成20年度当初から貸付を停止する。

○住宅新築資金について、次期中期目標期間中に廃止も含めた在り方を

検討する。

運営の効率化及び自律化

【保有資産の見直し】

○平成19年度内に東京本部、平成20年度内に札幌事務所を移転すること

により、一般管理費の削減を行う。

沖縄科学技術研究基 事務及び事業の見直し

盤整備機構

【大学院大学の設置準備】
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○設置準備業務の体制の整備を行い、教育研究分野等の大学院大学の在

り方等について早急に具体化を図るものとする。

、 、○その上で 大学院大学の設置に向けた諸準備を着実に進めることとし

次期中期目標・中期計画においては、開学までに必要な、①大学院大

学の教育課程、研究･教育組織、組織規程等の検討、②開学時に必要な

主任研究者の採用、③研究施設等大学院大学施設の整備等の準備活動

について、具体的かつ明確な目標を示すとともに、毎年度具体的かつ

明確な計画を策定し、その進ちょく状況の検証を行うものとする。

【研究開発の推進】

○世界最高水準の大学院大学を開学することが使命であることにかんが

み、これにふさわしい研究者を確保するための研究者の採用基準を明

確にするものとする。また、研究の成果について、使命に照らし十分

、 。な成果が上がっているかとの観点から 厳格な評価を行うものとする

運営の効率化及び自律化

【内部統制・ガバナンス強化】

○世界最高水準の大学院大学の設置のため、業務内容及び運営体制が高

度に国際的なものとなっている中、独立行政法人としての適切かつ効

率的な運営を確保するため、引き続き、コンプライアンス体制の整備

等、内部統制・ガバナンスの充実を図る。

【自己収入の増大】

○競争的研究資金の獲得等、自己収入の増大に向けた定量的な目標を平

成20年度内に策定する。

【保有資産の有効活用】

○沖縄科学技術研究基盤整備機構の本部等として利用しているシーサイ

ドハウスについて、有効な資産活用が行われるよう引き続き検討を行

うものとする。
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